
Title 地方自治体における不正と監査:北海道監査委員事務局の事例を中心に

Author(s) 吉見, 宏

Citation 經濟學研究, 47(1), 96-112

Issue Date 1997-06

Doc URL https://hdl.handle.net/2115/32052

Type departmental bulletin paper

File Information 47(1)_P96-112.pdf

Hokkaido University Collection of Scholarly and Academic Papers : HUSCAP
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北海道大学 1997.6

く研究ノート>

地方自治体における不正と監査
一一北海道監査委員事務局の事例を中心に一一

吉見

1 序

1995年，北海道では北海道庁の一連の不正経

理が発覚し，大きな社会問題となった。この問

題は，翌96年にかけて全国の都道府県へと波及

し， この問題が単に北海道の特殊な問題ではな

く，地方自治体会計に固有とも言える構造的な

問題であったことが明らかとなった。このよう

に地方自治体会計の現状がきわめて問題を含む

ものであることが明らかになるに従い，これま

でになくその監査に対して社会の注目が集まる

ことになった。さらに，不正経理の詳細が次第

にわかるにつれて，北海道ではあろうことか自

治体の監査主体である監査委員事務局自身が不

正経理を行っていたことが発覚したのである。

その後，他都府県でも同様の問題が指摘される

に至って， この問題もまた北海道だけの問題で

はない，構造的，普遍的な問題であることが明

らかになってきた。

本稿は，我が国の地方自治体監査の抱える問

題点を検討する一助とするために，地方自治体

監査委員事務局の不正経理事例を，特に北海道

監査委員事務局の場合を中心に検討し，その監

査論的意義につき若干の考察を加えるものであ

る。

2 地方自治体の監査委員制度

事例の検討に入る前に，現行の地方自治体の

監査制度について簡単に概観しておく必要があ

ろう。我が国においては，地方自治体には上場

宏

企業が証券取引法で求められているような公認

会計士による監査は求められていない。このた

め現状では，国の予算の執行にかかわって会計

検査院の検査が行われることがあることを除け

ば，地方自治法に定める監査委員制度が事実上

唯一の地方自治体に対する強制監査制度となっ

ている。

地方自治法によれば，普通地方公共団体には

監査委員を置かねばならない(地方自治法(以

下省略)，第195条1項)。その定数は，都道府

県および政令で定める市(人口25万人以上の市)

では4人，その他の市では条例の定めにより 3

人または2人，町村では同じく 2人または 1人

となっている(第195条2項)。監査委員は識見

を有する者または議員から，自治体の長が議会

の同意を得て選任する。このとき，議員から選

任される監査委員は，定数4人の場合は2人ま

たは1人，定数3人以内の場合は 1人となって

いる(第196条l項)。したがって，すべての自

治体の監査委員には，最低でも l人の議員から

選任された委員が含まれねばならないことにな

る。任期は有識者委員の場合は4年，議員委員

はその議員としての任期となる(第197条)。ま

た，都道府県，人口25万人以上の市にあっては，

有識者委員のうち少なくとも 1名は常勤でなけ

ればならない(第196条5項)。

監査委員は，かねて独任制の執行機関である

と理解されてきたが， 91年の地方自治法改正に

よって，広範囲に合議制が採用されている 1)。

1)監査委員が行う監査の範囲は広範である。住民
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複数の監査委員がいる自治体では，有識者委員

のうち 1名が代表監査委員となる(第199条の

3， 1項)。また，監査委員の職務遂行のため

に都道府県には監査委員事務局が置かれ，市に

も条例によりこれを置くことができる(第200

条1項 2項)。その規模に特に定めはなく，

職員定数は条例で定めればよいが(第200条 6

項)，東京都のように100名を越える場合もある

ものの，通常は都道府県の場合で20名から40名

程度というところが多いようである。もちろん

その中には監査委員のための経理，庶務等の職

員も含むことになる。

この態勢が監査を行うに十分であるかという

点には疑問があるといわざるを得ないであろう。

端的にいって，地方自治体は地方にあっては巨

大な組織であり，多くの地方自治体では，その

自治体を凌駕する規模の民間企業がないという

のが実態である。当然，その扱う事務範囲，予

算の金額も広範かっ膨大なものである。これに

対して，上場企業の公認会計士監査にあって監

査法人が通常投入する人員から考えても，監査

委員事務局の態勢は決して十分とはいえない。

また，監査主体となる監査委員自体も，都道府

直接請求監査(第75条)，議会請求監査(第98
条2項)，請願措置監査(第125条)，行政(事
務)監査(第199条2項)，定期監査(第199条4
項)，随時監査(第199条5項)，主務大臣・知
事・当該地方公共団体の長の要求監査(第199
条6項)，財政援助団体等監査(第199条7項)，
決算審査(第233条2項)，例月出納検査(第23
5条の2，1項)，指定金融機関監査(第235条
の2，2項)，基金運用監査(第241条5項)，
住民監査請求監査(第242条)，職員の賠償責任
監査(第243条の2，3項)，主務大臣・知事よ
りの委任監査(第246条の4)，共同設置機関の
監査(第252条の11， 4項)などとなっており，
このほか地方公営企業法の定めによって，運営

する公共企業体の監査もその職務となる。上記

のうち，合議の定めがないものは，例月出納検

査，指定金融機関監査，主務大臣・知事よりの

委任監査，共同設置機関の監査であり，他の監

査にあっては合議が求められている(池田

[1991] ，第2章などを参照)。

県の場合で4名の委員数で十分なのかというこ

ともさることながら， うち常勤の監査委員は 1

名いればよいということであり，自治体会計を

常にチェックするという観点からは，きわめて

困難な状況にあるといえるであろう。

そもそも監査委員は，執行機関ではなく統制

機関たるべきであり，事実これまでの地方自治

法の改正もその方向が模索されてきたといえる

であろう。確かに組織的には，監査委員は形式

上は行政部局や議会の外に置かれる形になる。

しかしそれをもって監査委員監査が独立性を有

した外部監査であるとするのは早計であろう。

たとえば監査委員は自治体の長により選任され

ており，監査委員事務局職員は行政部局と一体

の人事ローテーションの中に組み込まれ，短期

で異動するのが実態である。このような中で，

監査委員，監査委員事務局職員が自治体行政部

局から独立し，外部者として監査を行っている

とみなすのは困難であると言わざるを得ないし，

またそのように自負するのも難しかろう。

さて，上述の規定から都道府県および政令指

定都市の場合には 4名の監査委員が置かれる

ことになる。法律上は4名中に議員 l名，常勤

の有識者委員1名を含めばよいわけであるが，

実際にはその内訳は2名の議員委員と 2名の有

識者委員から構成される場合がほとんどである。

そして議員委員は，議員の中でも古参の議員が

いわば名誉職的に務めている場合が多く，議会

の議長が兼ねる慣例の自治体もある。また有識

者委員は，多くは自治体職員のOBが就任して

いる九 91年の地方自治法改正によって，有識

2) 1地方自治法では，監査委員は人格高潔で識見
ある人から選ばれる，とある。だが，その実は

役所幹部の天下りポストであったり，当選回数

を重ねた議員の名誉職になっていることを，わ

れわれは知っている (1社説Jr北海道新聞』
1995年10月24日朝刊)oJ1各県とも監査委員
(定員4人)は議員2人と有識者2人で構成さ

れるのが通常だが， r有識者』のポストには大
半が自治体OBが“天下り"しているのが実態
で，監査事務局職員もほとんどが知事部局から
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者委員が複数の場合は， うち 1名は就任前5年

間において当該自治体の職員でなかった者でな

ければならないとされ，監査委員が安易なOB

の再就職先とされることに 1つの歯止めが設け

られたが 5年以上前に退職した職員の採用を

妨げるものではないし，また，当該l名以外の

有識者委員についてはこの限りでない。結果と

して，いわゆる民聞からの監査委員の任用は必

ずしも多くはなかったというのが実態であった。

これは監査委員の独立性という点のみならず，

専門性の点でも問題がある。すなわち，監査委

員が自治体会計を監査するにあたって，委員が

必ずしも会計的な専門知識を有しているという

保証はなく，また委員を補助する監査委員事務

局職員にあっても，上述のような事情から，や

はり会計的な専門知識を有する職員が充てられ

るというわけではないのである。もっとも，監

査委員の監査の範囲は広く，特に現在では行政

監査もその監査の範囲に入ってきていることか

ら，当該自治体の事情に精通していると思われ

る職員OBや，住民の代表でありかっ経験豊富
と思われる古参議員が監査委員に就任すること

はあながち不合理とはいえなし、。しかしながら，

監査委員の監査対象の多くはやはり会計にかか

わる事象であり，仮に会計的専門性に欠ける監

査委員によって監査が行われるとすれば，その

監査の有効性，監査結果の信頼性はやはり限ら

れたものにならざるを得ないといえるであろう。

このため，近年では有識者委員に公認会計士を

選任する動きも見られてはきたが，大勢とはなっ

ていなかった。

3 北海道監査委員事務局の不正経理事例

北海道庁の不正経理問題の発端は，そもそも

はいわゆる官官接待問題にあった。 1995年，全

の出向者だ。こうした監査体制では，チェック
機関としての役割は到底期待できない(，社説」

『河北新報.11996年2月19日朝刊)oJ

国的に地方自治体による中央官庁職員への接待，

いわゆる官官接待が社会問題となった中で，北

海道東京事務所の官官接待額がきわめて多額に

のぼることが指摘された。その調査が進む中で，

北海道石狩支庁で出張の事実がない出張旅費支

出，いわゆるカラ出張が発覚し，これにより捻

出した資金が裏金の形で部局内にプーJレされて

いることがわかったのである。そして95年10月，

前年の94年9月に北海道監査委員事務局が秋田

市で開いたとされる会合について，その存在を

秋田県監査委員事務局が否定したことから，こ

れが「カラ会合」であった疑いが強いとする報

道がなされた 3)。北海道の代表監査委員は会合

の存在を主張したがその根拠は示せずペ監査

委員事務局は職員を秋田に派遣して調査を開始

した 5)。その結果，当該会合については監査委

員2名，同事務局員4名の計6名が出張してい

たことになっていたが， うち事務局員 1名は実

際には出張しておらず，いわゆるカラ出張であっ

たことが判明した。この問題に関しては，事務

局長が報道取材に対して虚偽の説明を行うなど

の隠蔽工作を行っていたことも明らかになり，

これらを受けて代表監査委員は辞職願を提出し

た6)。また，出張先の秋田での会合については，

秋田県監査委員事務局総務課長が会合の存在を

説明していたことがあったが， これは北海道監

査委員事務局長の懇請によって述べたもので実

際には会合の事実はなく，該当する金額12万円

は食糧費から支出され出張した代表監査委員と

事務局職員の飲食費や土産物代に充てられてい

たことが報告された7)。

さらに他にもカラ出張があったことが公表さ

れた。それによれば，カラ出張は少なくとも93

年度から行われ， 94年度は 9回， 11人分で総額

84万1，400円とされる。これらの金員は事務局

3) r北海道新聞.11995年10月19日夕刊。
or北海道新聞.11995年10月20日朝刊。
5) r北海道新聞.11995年10月21日朝刊。
6) r北海道新聞.11995年10月21日夕刊。
nr北海道新聞.11995年10月23日朝刊。
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内にプールされ，雑誌購入，名刺広告費，国会

議員等のパーティー券購入に充てられていた 8)。

これを受けて北海道は， この時点で不正経理が

明らかになっていた石狩支庁，監査委員事務局

以外にも同様の事例があるものとみて，全庁調

査を開始することにする。その結果，上川支庁，

網走支庁，本庁住宅都市部，教育委員会などで

も同様の裏金づくりが判明し，さらにその後の

調査の進展に従って，ほぼすべての支庁，本庁

各部局でかかる不正経理が長年にわたって行わ

れてきたことが明らかになったのである 9)。こ

の事態に，北海道知事は11月3日，今後の不正

防止策を骨子とする「道政への信頼回復への決

意」を発表した。その中では，接待を目的とす

る会合の禁止，情報公開の拡大，不正経理の根

絶を述べ， この実行のために新たに知事直属の

「総括行政室」を設置するとともに，監査委員

については「監査委員の本来のチェック機能が

十分に働くよう，今後のあり方について監査委

員や議会に相談していく」としたゆ。

11月13日には，カラ出張問題についての道総

務部による全体調査結果が発表され，それによ

れば94年4月から95年10月までのカラ出張件数

は1，775件，不正受給総額は 1億2，800万円余で

あり，うち監査委員事務局分は66件745万円で

あった九その後， 20日には新設の総括行政室

による調査が公表され， ここでは向上の期間に

おけるカラ出張件数が1万1，371件，計8億594

万7，000円と総務部の調査から増大している 12)。

これに部課長会費を加えた予算外支出は9億26

4万3，000円となり，この27.9パーセントにあた

る2億5，153万円が道職員聞の飲食に充てられ

8) r北海道新聞Jl1995年10月23日朝刊。
9) r北海道新聞Jl1995年11月1日朝刊， 1995年11月
13日夕刊。
10) r北海道新聞Jl1995年11月4日朝刊。
11) r北海道新聞Jl1995年11月13日夕刊。
12) r日本経済新聞(北海道)Jl1995年11月20日朝刊，
「北海道新聞Jl1995年11月20日夕刊。なお監査
委員事務局についての不正受給金額，件数は，

先の総務部調査分と同様である。

ていた13)0 11月30日には，最終報告が提出され，

それによれば同上期間の不正支出額総額は10億

7，745万円となった。北海道では全額の返還と

関係職員の処分の方針を示し， 12月27日に職員

6，237人の処分を発表した九

ところが不正経理の発覚はこれに止まらず，

12月8日には道立北陸高校で校長がカラ出張を

行っていたことが明らかになり，翌年1月にか

けてこれが同校のみならず道内高校で広く行わ

れていたこと，作られた裏金の一部は教育委員

会へ上納されていたことが判明する。 96年11月

には道内各地の保健所，土木現業所でカラ雇用

が発覚15) 12月には道立札幌医科大学で人工心

臓弁の過剰購入と使途不明，カラ購入疑惑が持

ちあがり 16) さらに道立旭川農業高校をはじめ

とする農業高校11校でのカラ雇用も指摘され

fこ17)。

さて道は96年2月20日，不正再発防止のため

の改善プログラムを発表した。これは委嘱した

公認会計士を含む3人の民間顧問の助言を得て

統括行政室が作成したものであるが， この中で

は先の最終報告以後の不正発覚をふまえ，不正

総額を19億766万円，処分職員数を6，747人とし

ている則。しかし先述の保健所，土木現業所の

不正は全庁調査から漏れ，その報告後に発覚し

たものであり，土木現業所に関しては，監査委

員の監査からも漏れていた1九このような経過

もあって，土木現業所不正経理発覚直後の11月

27日には95年度決算が2年連続となる不認定と

なるヘ道議会では過去に遡った再調査の必要

13) r北海道新聞Jl1995年11月20日夕刊。
14) r日本経済新聞(北海道)Jl1995年12月28日朝刊。
15) r北海道新聞Jl1996年11月3日朝刊， 11月26日
夕刊。

16) r北海道新聞Jl1996年12月9日朝刊。
17) r北海道新聞Jl1996年12月17日朝刊， 12月19日
朝刊， 12月19日夕刊， 1997年1月7日夕刊。
18)この調査は申告に基づくものであり不十分であ
るという指摘はすでにあった(田中日996J，18 
19頁)。
19) r北海道新聞Jl1996年12月22日朝刊。
20) r北海道新聞Jl1996年11月28日朝刊。
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性も議論されるが，道議会予算委員会は再調査 について監査を行うよう住民監査請求を行った。

動議を否決し2九先の全庁調査以降の， 95年11 この監査請求を含めて周年12月20日の段階で5

月以降分について全庁調査を決定したへ

道としても不正防止のために道政改革民間フォー

ラムの設置引課長級昇任試験の実施2ペ情報

公開制度検討会の開催などの対策を打ち出し

たお)。また，監査委員は1992年4月から95年10

月の期間の確認監査の結果を発表し，あわせて

95年11月以降1年間の全庁追加調査結果も発表

された。確認監査には，以前の調査では対象外

であった道立高校も対象になっており，合計で

19億400万円が新たに不正経理とされた。ただ

し， ここでは支出の裏付けとなる事実がないい

わゆる「カラ」項目を「不正」とし，何らかの

事情から規則に違反した処理がなされているも

のの目的の支出効果が達成されているものを

「不適切」として両者を区別している。これに

従えば不正部分は4，984万5，109円となっており，

ここには監査委員事務局で新たに見つかったカ

ラ出張6万8，000円も含まれているヘ

また追加調査分については不正経理額は

9，866万円で，この全額が上記の道の区分によ

れば「不正」でなく「不適切」とされた。いず

れにせよ，それまでに判明していた20億4，600

万円を加えると，総計で約40億4，900万円に及

ぶ何らかの不正経理があったことが明らかとなっ

たのであるへこのように，調査を進めるにつ

れて不正経理額は大きく膨らんできており，道

庁全体としての不正経理問題は，今後もさらに

拡大する可能性をはらんでいる。

さてこのような状況に対しては， 95年11月24

日，全国市民オンブズマン連絡会議北海道代表

の弁護士らが監査委員に過去3年分のカラ出張

21) r北海道新聞Jl1996年12月13日夕刊。
22) r北海道新聞Jl1996年12月22日朝刊。
23) r北海道新聞Jl1997年1月10日朝刊。
24) r北海道新聞Jl1997年1月13日朝刊。
25) r北海道新聞Jl1997年1月15日朝刊。
26) r北海道新聞Jl1997年2月19日夕刊 2月20日
朝刊。

27) r北海道新聞Jl1997年2月20日朝刊。

件の住民監査請求が出されているが， うち l件

について監査委員は12月20日に請求棄却として

いる酎。また96年l月23日には，先の弁護士ら

の住民監査請求についてその一部を認め，裏金

のうち約6億1，200万円を職員に賠償させる措

置を知事に勧告するとする結論を出した制。そ

の後も数件の住民監査請求が各所から出されて

いるが，それらの多くは請求棄却となっている。

この一方でオンブ、ズ‘マン会議からはカラ出張に

関連して監査委員事務局職員を札幌地方検察庁

へ告発するなどの動きもあり尺地検も職員か

らの事情聴取を始めている 31)。

4 他都府県における問題の展開

4. 1 96年6月までの事例

(徳島県，東京都，青森県，秋田県，宮城県)

北海道での不正経理の発覚を契機に，他の都

府県においても同様の問題が指摘されるように

なる。表lにあるように監査委員および同事務

局についてもまた同様である。そしてこれらの

問題の露呈にあたって大きな役割を果たしたの

が，各地方の市民オンフ守ズ、マン組織であった泊。

先述のように，北海道で監査委員事務局の不

正経理問題が顕在化したのは95年10月であるが，

28) r北海道新聞Jl1995年12月20日朝刊。
29) r北海道新聞Jl1996年1月23日夕刊。
30) r北海道新聞Jl1996年1月23日朝刊，佐藤日996J，
22頁。
31) r日本経済新聞(北海道)Jl1996年5月14日朝刊。
32)これは市民団体としてのオンブズマンであるか，
たとえば川崎市の市民オンブズマン制度，東京

都中野区の苦情調整委員制度，長崎県諌早市の

市政参与委員制度のように，自治体が制度とし

てオンブズマンを置いている例も少数ながらあ

る(安藤 [1994J，278-298頁)。川崎市の場合
は，このオンブズマン制度が監査委員とは別の

事実上の外部監査制度となっている (1地方自

治が変わる 第4部 チェック機能はあるのか

新たな監視Jr産経新聞Jl1996年2月25日朝刊)。
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表 1 都道府県監査委員事務局の不正経理

報道の時期 都道府県 主な不正経理の内容

1995年10月 北海道 カラ出張

12月 徳島県 旅費不適正支出

1996年 1月 東京都 水増し支出

2月 青森県 カラ出張，水増し支出

3月 秋田県 カラ出張，食糧費不適正支出

6月 宮城県 カラ出張

8月 三重県 カラ出張，水増し支出

8月 鹿児島県 カラ接待

9月 島根県 カラ出張

10月 福岡県 カラ出張，水増し支出

1997年 1月 埼玉県 カラ出張

同年12月には，オンブズ、マン徳島県民会議が行っ

た住民監査請求を契機に，徳島県でも同様の問

題が指摘された。これは， 95年2月および3月

に同県監査委員および事務局員が福岡県と東京

都に出張の際，出張先の監査委員と接待を行っ

たことにして飲食し食糧費約37万円を支出した

というものであるへこれについて，監査委員

事務局は出張先の監査委員との懇談はなかった

が監査委員事務局職員とは懇談したとして，い

わゆるカラ出張ではないとしている刊。とはい

えこの事例は同年10月に発覚した北海道の秋田

でのカラ接待と酷似した事例であり，また岡県

代表監査委員は93年度にも 3件の同様の事例が

あったことを認めておりおう同代表監査委員は

辞任，知事らが処分された冊。先の約37万円に

ついては，監査委員から95年中の他の支出と共

に137万円が返還されたものの， これは手続き

上無効であるとしてオンフ守ズ、マン徳島県民会議

はこの返還を求めて徳島地裁に提訴ベ同地裁

は96年11月22日に原告の主張を認め， 1"飲食は

必要性に疑問があり，居や金額も社会通念上認

33) r朝日新聞J1995年12月17日朝刊。
34) I列島細見分権の担い手Jr朝日新聞(東京)J
1996年2月11日朝刊。
35) r朝日新聞(大阪)J1995年12月19日朝刊。
36) r読売新聞(大阪)J1996年1月19日朝刊。
37) r読売新聞(大阪)J1996年 l月12日夕刊。

められず，違法」とする判決を下したへ

96年1月には， 94年5月に一都九県の監査委

員，同事務局職員が参加して関東甲信越監査委

員協議会が都内で聞かれた際 2日間の会議に

ホテルでの宴会を含めて合計527万円が東京都

から会議費として支出されたのは無駄遣いであ

るとして住民監査請求が起こされたへこの際

には，東京都監査委員が都庁の近隣であるにも

関わらず新宿区のホテルへ出張扱いとなり，宿

泊費が支給されていたことも問題視されたへ

そして 2月に，先述の会議でホテルへの水増し

請求が行われ，差額が裏金としてプールされて

いたことが監査委員事務局の内部調査で明らか

となった。この方法での裏金づくりは他の会議

についても行われていたほか，夜食供食の制度

を利用して偽造領収書を作成する方法でも裏金

がつくられていた叫。その額は， 94年度で約135

万円とされる。これを受けて代表監査委員と当

時の監査委員事務局長は辞意を表明，都は現職

の事務局長ら3人を処分した4九

また後には，報告とは異なる出張先への出張

や，観光旅行的な無駄な出張の存在も指摘され

fたrこ，_4拙ヘ3
団体から住民監査請求が提出されたが却下され，

訴訟に発展している“叫ヘ)」。

このような中で，各地の市民オンブ、ズマンの

連絡組織である，全国市民オンフゃズ、マン連絡会

議は全国の都道府県，政令指定都市の監査委員

事務局に同様の不正経理の疑惑があるとして，

同年2月に33都道府県と 4政令指定都市に対し

て94年度の食糧費と旅費について一斉に情報公

開請求を出した。この理由について，鹿児島の

38) r朝日新聞(大阪)J1996年11月23日朝刊。
39) r毎日新聞J1996年 1月12日夕刊。 Mαinichi
Dαily 1¥Tews， J an. 13， 1996 
40) r読売新聞(東京)J1996年1月11日朝刊。
41) r読売新聞(東京)J1996年2月16日朝刊。
42) r読売新聞(東京)J1996年3月30日朝刊。
43) r日本経済新聞J1996年7月26日朝刊。
44) r読売新聞(東京)J1996年8月14日朝刊。
45) r読売新聞(東京)J1996年1月25日夕刊， r朝
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オンフ守ズ、マンは「全国的な例から考えて，監査

委でカラ出張など不正があれば，不正は県庁全

体で行われていると言える」とし，監査委員お

よび同事務局が不正経理を見いだす鍵になると

みなされたことを示しているヘ

その後，周年2月には青森県で，監査委員事

務局の自動車運転手が94年度に研修名目で名古

屋と福岡への 2件の出張旅費を受け取っていた

ものの，実際には研修には参加せず名古屋で観

光を行っていたことが明らかになる46)。これは

異動予定者の慰労目的で慣例的に行われていた

もので， 93年度から 3年3カ月分で旅費の不正

支出額が1，000万円を超えるとされるへまたそ

の後，運転手の県内出張に際し，日程の水増し

が94年度で28回行われていたことも判明するへ

これは，運転手の時間外手当の代わりに支給さ

れていたと説明されている。なお青森県全体の

不正経理額は，その後の調査の結果93年4月か

ら96年6月までの 3年3カ月間で30億7，600万

円余にのぼることが判明したへこれは後述の

福岡県に次ぐ額である。

秋田県の場合も， 95年8月から始まった食糧

費を中心とした全庁調査の結果が96年3月に出

され，あわせて幹部職員らの処分がなされた。

この際に，監査委員事務局でも食糧費に123万

円の不適正支出があったとされたが，旅費に不

正経理はなかったとされていたへしかしなが

らその後，県が情報開示に際して偽の公文書を

作成したり，支出の一部が隠されているとの指

摘がなされ町全庁的な再点検を余儀なくされ

る。その結果は9月に公表されるが， ここで新

たに監査委員事務局については，食糧費336万

日新聞J1996年 1月26日朝刊， r南日本新聞』
1996年1月26日朝刊。
46) r河北新報J1996年2月12日朝刊。
47) r河北新報J1997年2月5日朝刊。
48) r河北新報J1996年8月4日朝刊。
49) r日本経済新聞J1997年2月13日朝刊。
50) r河北新報J1996年9月4日朝刊。
51) r日本経済新開J1996年5月5日朝刊。

円のほかカラ出張を含む491万8，000円の旅費の

不正支出もあったことが報告される問。このよ

うに，いったんは不正支出額を公表しながら，

その開示自体に文書偽造などの不正が含まれた

上，監査委員事務局自体の不正経理額も追加調

査で大きく拡大したのが秋田県の特徴である。

加えて96年8月には，知事の後援会の飲食費が

県の食糧費から支出されていた事実も判明し，

10月には知事のリコール運動に発展，その後知

事は辞任を表明している臼)。

同年6月には宮城県で監査委員事務局のカラ

出張が公表された。このときすでに宮城県では

北海道などの事例を受けて3月から全庁調査に

入っており， 94， 95年度の 2カ年で約5億円の

カラ出張があるとされていた刊。特に 5月には，

石巻土木事務所での 2カ月で300万円という多

額のカラ出張が監査委員の監査で報告されたと

ころであったが悶，その一月後に監査委員事務

局自体で同様の事例が発覚したことになる。宮

城県監査委員事務局の場合は， 94年度に36件の

カラ出張で285万9，848円が裏金となっていたと

いうものであった。その使途としては慶弔費，

職員の飲食費のほか，本来は予算化できるはず

の事務用品等に多額が支出されていた点が特徴

的である問。

4. 2 96年7月から97年1月までの不正事例

(三重県，鹿児島県，島根県，福岡県，埼玉県)

さて 2月に各都道府県監査委員事務局へ一

斉に情報公聞を請求していた全国市民オンブズ

マン連絡会議は 7月にその調査結果を発表し

た。それによれば調査した38都道府県のうち27

52) r河北新報J1996年9月4日朝刊。
53) r日本経済新聞J1996年10月7日朝刊， 11月16
日朝刊。

54) r日本経済新聞J1996年6月8日朝刊。なお最
終報告では 5億8，000万円と報告されている
cr日本経済新聞J1996年6月13日朝刊)。
55) r河北新報J1996年5月3日朝刊。
56) r河北新報J1996年6月8日朝刊。
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都道府県で旅費についての不正経理があったと

された。ただし， ここにはカラ出張，日数など

を水増しした支出のほか，不要と思われる無駄

な出張も含まれている。この報道を契機に，各

府県での監査委員および同事務局の不正・不適

正経理が報告されることになり，また監査委員

以外の部局での不正経理も各自治体で追及され

るようになるのである。

まず三重県では 8月， 94年度に監査委員事

務局職員の徳島県へのカラ出張と富山県への出

張に際しての出張人数の水増しがあったことが

報道されるヘ三重県では全庁的な調査が行わ

れていたが，その結果が9月に公表され，その

中で監査委員事務局では94，95年度の 2年間で

458万2，000円の不正経理があり， 33件のカラ出

張， 8件の人数水増し 6件の宿泊，日当の水

増しが行われていたことが報告された。また，

95年 1月の佐賀県出張についてのカラ出張の疑

いの指摘を，事務的な単純ミスとして代表監査

委員がここまで否定してきたことにつき， これ

が故意に隠してきたものであることも認めたへ

同代表監査委員はその後辞意を表明しているヘ

三重県と同時期に，鹿児島県でも監査委員事

務局での裏金の存在が報告された。これは94年

度に，他県の監査委員との懇談があったことに

して鹿児島市内の飲食居に26万2，000円がプー

ルされていたというものであるヘ鹿児島県で

は，これ以前にもすでに県庁他課との間で請求

書のミスがあったかのような会計処理によって

食糧費の不足分をやりくりする不明朗な会計処

理があったことが指摘されていた6九監査委員

事務局の経理に対してのものではないが，同県

ではその後，市民オンフoズ、マンによって情報開

示請求，住民監査請求が行われこれが却下され

57) r朝日新聞(名古屋)J1996年8月13日朝刊。
58) r朝日新聞(名古屋)J 1996年9月14日朝刊，
『毎日新聞(中部)J1996年9月14日朝刊。
59) r朝日新聞(名古屋)J1996年9月16日朝刊。
60) r南日本新聞J1996年8月23臼朝刊。
61) r南日本新聞J1996年2月23日朝刊。

ており，後にこれは行政訴訟へと発展する田)。

なお鹿児島県の場合， 95年度の監査委員会事務

局の食糧費はゼロとなったことが報告されてい

る田)。

9月には，島根県監査委員事務局がカラ出張

の事実を認めた。これは94年度に21件237万円，

95年度に 5件33万円のカラ出張があったという

もので，代表監査委員を含む監査委員2名と事

務局職員12名が関連していたヘ監査委員事務

局からは，後に上記不正金額に相当する320万

円の返還が表明されている田〕。

福岡県では市民オンフ。ズ、マン福岡が同県監査

委員事務局のカラ出張，水増し請求の可能性が

高いと指摘していたが田同事務局は，福岡県

庁本庁でのカラ出張の判明に伴って11月に旅費

の水増し請求を認めたへその後福岡県は，

94， 95両年度および96年度上半期について不正

出張旅費額を公表した。それによれば，監査委

員事務局の不正額はカラ出張が1，788万円， 日

程水増しなどが3，619万円の計5，407万円となっ

ている。なお全庁の不正経理額は58億4，000万

円にのぼり，調査対象期間の違いもあり単純な

比較はできないものの，公表された不正金額と

してはこの時点で全国都道府県で最大規模にの

ぼるものとなったぺ旅費の不正支出分につい

ては，職員により全額を返還し，関係職員を処

分する方針が示された曲)。

埼玉県では， 97年になって監査委員のカラ出

張の疑いが報道され70) 同監査委員(当時)の

62) r南日本新聞J1996年6月8日朝刊 6月12日
朝刊 6月13日朝刊， 6月26日朝刊， 10月18日
朝刊。

63) r南日本新聞J1997年2月2日朝刊。
64) r朝日新聞(大阪)J1996年9月19日朝刊。
65) r朝日新聞(大阪)J1996年12月2日夕刊。
66) r朝日新聞(西部)J1996年10月25日朝刊。
67) I追跡・検証公費Jr朝日新聞(西部)J1996 
年11月6日夕刊。
68) r朝日新聞(西部)J1996年12月20日朝刊。
69) r朝日新聞(西部)J1996年12月28日朝刊。
70) r朝日新聞(埼玉川 1997年1月11日朝刊。
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県議が出張の事実を否定したことから，監査委

員事務局が監査委員の名前を使ってカラ出張に

よる裏金づくりをしていたことが明らかとなっ

た。これは94年8月から11月にかけての3件で，

金額は17万4，840円である71)。同県は，旅費につ

いての調査を94年度以降についても行うとして

おり，その結果によっては今後この金額が拡大

する可能性もある。

以上は，都道府県監査委員事務局が自ら認め

た限りでの不正経理の事例の概要である。この

他に，福島新潟，栃木，群馬，神奈川，愛知，

滋賀，大阪，和歌山，広島，高知，大分の各府

県が，報道や各自治体の市民オンフゃズマンから

監査委員事務局の不正経理の疑いを指摘されて

いる 72)。また，市民オンフ、ズ、マンの情報開示請

求が94年度分について行われた関係から，各自

治体の発表も同年度を中心に行われており，他

の年度についての報告状況は自治体により様々

であり，今後の調査の進展によっては既に報告

された金額や件数がさらに拡大する可能性があ

る。さらに，上記の情報公開の請求対象が都道

府県，政令指定都市であったことから，これま

での報道はほぼこの範囲に止まっており，他の

市町村について問題がなかったのかについては，

現在のところほとんど検討がなされていないと

ころである7九

5 問題の特徴と分析

5. 1 アカウンタビリティと情報開示

都道府県の不正経理問題を考えるとき，第一

の疑問はなぜこの種の問題がこれまで明らかに

71)r朝日新聞J1997年1月14日夕刊， r毎日新聞』
1997年1月15日朝刊。
72)これらの中には，群馬県のように本庁の不正経

理については認めたものもあれば，不正経理の
存在を全く否定しているものもある。
73)もちろん一部では行われており，北海道を例に
あげれば，網走管内東藻琴村では住民監査請求
に対して2名の監査委員が辞表を提出している
cr北海道新聞J1997年2月11日朝刊)。

ならなかったのかということである。上述のよ

うに，ここまで明らかにされてきた不正経理は

94年度のものを中心としているが，それ以前か

ら長年にわたって半ば慣例的に不正経理が行わ

れてきたことを多くの事例は示唆している。そ

れが96年に集中的に表面化したのはなぜだろう

か。

その直接の要因は， 95年の北海道の事例が明

らかになったことであり，同様の問題が他都道

府県についても疑われたことであろう。しかし，

その北海道の事例が官官接待問題，そして多額

の食糧費支出の問題から展開していることを鑑

みれば，この問題が近年の情報開示(ディスク

ロージャー)の展開に深く関連していることが

わかる。

我が国での行政の情報開示の動きは， 1976年

のロッキード事件を契機に始まったものである。

79年には，当時の大平首相が情報公開法の必要

性に言及し，その後国会では各党が情報公聞に

関わる法案を提出するなどの動きが出る。 82年

2月には，山形県金山町が全国初の情報公開条

例を施行し， 83年4月には神奈川県も同様の条

例を施行した。その後，各地方自治体による同

様の条例の制定の動きが広がったが，国会では

その後93年8月に当時の細川首相が積極姿勢を

見せるまで情報公開法に関する議論は消極化し

た。現在では，行政改革の動きの一環としてと

らえられ，ょうやく98年3月に国会へ法案が提

出される見込みという問。

このように，行政の情報開示の問題は比較的

長い経緯を持っている。その中で地方自治体に

関しては，程度の差こそあれ条例等で情報開示

が進められる方向で推移してきた。自治体の不

正経理問題が市民団体から指摘されるようになっ

たのは，大なり小なり行政側に住民の情報開示

請求に応じる姿勢が出てきたからであり，すな

わち，情報開示があって不正経理が判明したと

いう構図が確認できる。そして今般は，一歩進

74) r北海道新聞J1997年2月12日朝刊。
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んでその情報開示をなす責任が行政側にあると

いう議論が積極的に展開され，すなわちアカウ

ンタビリティの問題が一般に論じられたことが

特徴の 1つであった75)。

従来から，会計学にあってはアカウンタビリ

ティ Caccountability)はしばしば会計責任と訳

されてきた。とりわけ財務会計にあっては，会

計情報を外部に公表する論理を，経営者あるい

は財務諸表作成者のアカウンタビリティの存在

に求める議論がある。すなわち，経営者は財務

諸表を典型とする会計情報を適切に外部に公表

することにより，投資家を典型とする会計情報

利用者に対するその責任を果たしうるとする論

理である。このような形で経営者が果たす責任

がアカウンタビリティであり，我が国では会計

責任と呼んだわけである。

しかしながら，会計責任という訳語は必ずし

もその意を表していないともされ， しばしばア

カウンタビリティという原語のままでも呼ばれ

てきた。というのも，アカウンタビリティは必

ずしも会計情報の開示を通じての責任の全うの

みに限られた用語ではなく，原語では今やより

広義の一般的な用語となっているからである。

もともとこの用語は日本人の概念構造の中には

なかったものであり，少なくとも我が国ではこ

こまで一般的な市民権を得た用語とはなり得て

いなかったといえよう。

今般の事例にあっては，上記の展開から行政

のアカウンタビリティが求められた。その結果，

報道上ではこれが「説明責任」という用語でし

ばしば言及され，我が国の社会にもアカウンタ

ビリティという概念が広くいきわたる結果を生

んだのである 76)。

75)公会計におけるアカウンタビリティの問題を扱っ

たものに，吉田口993J，第7，8， 9章がある。
76) 96年は，いわゆる薬害エイズ問題が社会問題化
した年でもあり，ここでも厚生省のアカウンタ

ビリティが追求された。すなわち社会によるア

カウンタビリティの認識は，単に都道府県の不

正経理問題のみにその端緒があったものではない。

これは行政にとっても，今後はアカウンタビ

リティの存在を認識せざるを得ないことになっ

たということであり，適切な情報開示とはいか

にあるべきかということを再検討せざるを得な

いということであった。そして今般の事例では，

自治体の情報開示の中で会計情報開示の持つ重

要性が確認されたのであるが，これまで我が国

では自治体等の公会計の分野での開示のあり方

についての議論は，必ずしも多かったとはいえ

ない。結果として，ありうべき会計情報開示を

求めて，試行錯誤的な面があるのは否めない。

とはいえ，現状ではこの情報開示のあり方に

ついては，自治体によって考え方にかなりのば

らつきがあると言わざるを得ない。情報公開の

程度についても差があるほか，たとえば監査委

員事務局の支出についての'情報開示請求につい

ても，岡山県，岐阜県では拒否の事例もある九

結果として，上述の監査委員事務局の不正事例

にあっては，情報開示が行われた都道府県につ

いてその不正が明らかとなり批判の対象となり，

情報開示が行われなかった自治体については不

正の有無自体が確認できないという状況にある

といってよいであろう。その意味では，現在は

開示をきちんと行えばそれにつれて批判がなさ

れるという矛盾に陥っており，開示がなされな

い，あるいはアカウンタビリティが果たされて

いない点がより問題視されるべきともいえよう。

5. 2 監査委員制度の再考

先述のように，現状では，地方自治体会計に

対する監査制度は，監査委員制度が唯一のもの

といってよい。本事例では，その監査制度が十

分に機能していないばかりか，不正経理の主体

ともなってしまっていたことが明らかとなった

ものである。

現状で監査委員制度が地方自治体の唯一の監

査制度である以上，まずその改善を考えること

は当然であろう。しかしながら，先述のように

mr毎日新聞J1996年4月28日朝刊。
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監査委員制度は地方自治法によってその人数等 は事務局内外に新たな組織を構成する方向を模

まで規制された制度であって，柔軟性に欠ける

制度である。このため， ここまでに提案された

改善の方策は次のようなものとなっている。

第ーは，監査委員の独立性の改善である。す

なわち，都道府県の場合，監査委員は4名と定

められ，うち議員委員は 1名を必ず含んで2名

までとなっている。すでに述べたように，現実

には 4名の内訳は2名の議員委員と 2名の自

治体OBの有識者委員という構成がきわめて多

かった。これは，監査委員の自治体からの独立

性を疑問視される構成と言わざるを得なし、。こ

のため，いくつかの自治体では，現行制度の範

囲内で議員や自治体OB出身者を減らし，民間

出身の監査委員を増やす方向が示されている。

たとえば，北海道，青森，宮城，東京，神奈川，

三重，鳥取，島根，徳島，福岡，大分の各都道

県と横浜市，福岡市で， 96年以降に民間出身の

監査委員を任用し，あるいは任用することとし

た7九この中で，北海道は道庁OBの起用をな

くし，また会計検査院との人事交流を進めるこ

とを表明し，福岡県は議員委員を l名にするこ

ととしている。

さらに，監査委員事務局の独立性についても

その職員の人事が本庁と共通に行われているこ

とが問題視されるところである。これについて

は，事務局の人事を本庁と独立したものにすべ

きという指摘もあるが， これは短期的には困難

であろう 7九このため現在のところは， 自治体

78) 1列島細見分権の担い手Jr朝日新聞J1996年
2月11日朝刊， r毎日新聞(神奈川H1996年7
月2日朝刊， r日本経済新聞Jl1996年7月8日
朝刊， r毎日新聞(神奈川)J1996年7月31日朝
刊， 1追跡・検証公費Jr朝日新聞(西部H
1996年11月10日朝刊， r朝日新聞(西部H1996 
年12月13日朝刊， r毎日新聞(西部)Jl1996年12
月18日朝刊， r朝日新聞(西部)J1996年12月27
日朝刊。
79) 1監査事務局は，真にプロの監査人集団として，
人事上も独立した第三者機関にしなければなる

まい (1社説Jr日本経済新聞J1996年11月17日
朝刊)oJ

索している。横浜市は監査専門監，三重県は財

務監査監の設置を決めペ宮城県は監査委員事

務局の機構改革に着手し，北海道と東京都は特

別監査室，鹿児島県は特別監査班を設置した81)。

これらは監査委員ないし監査委員事務局自体の

機能を強化する動きであろう。また，宮城県で

は監査委員とは別のチェック機構を強化する目

的で行政管理室の職員数を増やし，職員の懲戒

処分については民間人の意見を参考意見として

聴取する制度を設けたし円北海道では先述の

ように総括行政室が設けられた。しかしこれら

の対策はどうしても似通ったものになり，それ

ゆえの批判も招いている回。そして結局のとこ

ろ，独立性の強化という観点からは必ずしも有

効な方策とはなっていなし、。

第二は，監査委員の専門性の改善である。上

述のような従来の監査委員の構成は，監査委員

の会計的・監査的専門性について疑問を否めな

いことも示している。鹿児島県では不正経理の

発覚に伴って，監査委員は監査の重点項目の再

検討を表明している。これは， ここまで食糧費

に問題があることが想定外であったためで，こ

のことはそもそも監査委員が監査すべき項目を

つかんでいなかったことを意味する叫。このよ

うな中で，上述の監査委員に民間人を登用する

動きに伴って，これに公認会計士をあてる動き

も広がっている。この点では， 自治体不正経理

問題はまさに公認会計士に対する期待を示すも

80) r毎日新聞(神奈川)J 1996年7月2日朝刊，
『日本経済新聞J1996年9月14日朝刊。
81) r朝日新聞(宮城)Jl1996年7月3日朝刊， r日
本経済新聞Jl1996年7月8日朝刊， r産経新聞』
1996年5月16日朝刊， r南日本新聞Jl1996年10
月12日朝刊， 10月29日朝刊。
82) r朝日新聞(宮城)Jl1996年7月3日朝刊， r日
本経済新聞J1996年12月13日朝刊。
83) r朝日新聞(名古屋)J 1996年9月14日朝刊，
『朝日新聞(西部)J1996年12月27日朝刊。
84) r南日本新聞Jl1996年1月18日朝刊。
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のとなった冊。また，たとえば三重県での監査

委員事務局内への財務監査監の設置は，監査委

員の専門性を高めることにも資するものであり，

さらに監査委員事務局の職員について短期の人

事異動を行わないことで，その専門性を高める

方向もある。また，その業務の範囲に比して貧

弱といわれる監査委員事務局のスタッフ数を増

やすことも考えられよう刷。

第三は，監査方法の改善である。これについ

ては，①試査の方法，②業務分担，③監査基準

の整備，④監査対象の再検討，が挙げられる。

①については，現在の監査委員の監査は試査に

よって行われている。たとえば不正経理発覚後

に行われた北海道での確認監査も，試査によっ

て行われた。不正経理が恒常的に行われていた

ことを鑑みれば，報告された不正金額が試査に

基づいている以上，仮に精査を行えばこの不正

経理額はさらに増加したのではなL、かという疑

念が生じるのは当然であろう。

とはいえ，試査の利用そのものが問題なわけ

ではない。今般の場合は，試査の前提となる内

部統制組織の整備が不十分であった，というよ

りは，不正経理を防止するような内部統制が働

いていなかったことが問題であったといえよう。

その意味では，試査が問題であるのではなくて，

監査委員がこれまで内部統制をどのように評価

してきたのか， という点が問題である町。

85)北海道では.88年に起こった汚職事件への対応
として，当時の知事は監査委員に公認会計士や

税理士を加える措置をとったと思う，と回想し

ているが，実際にはかかる措置はとられていな

かった (1敗軍の将，兵を語る 堀達也氏[北

海道知事JJr日経ビジネスJl1996年7月8日.81-
84頁)。
86)佐賀県監査委員事務局長は. 1現在の13人では
資料を見切れない。職員は3年程度で異動する
が，中核となる職員は5年ぐらい残った方がい
いと思う」としている (1追跡・検証 公費」

『朝日新聞(西部)Jl1996年11月10日朝刊)。
87)船津[1996Jは，北海道について. 1道の組織に
は，部内室や課内室など中間組織が多すぎる。

ラインによるチェックがかかりずらい仕組みに

なっており原則的に室は廃止すべきだと思う」

自治体によっては，抜き打ち監査の導入を決

めた自治体もあるべしかし，定期監査であっ

ても重大な不正は見いだせ，あるいはかかる不

正が未然に防げるような態勢が構築されている

ことこそが監査委員にとって重要なのである。

②については，監査委員と同事務局の両方で

行う必要がある。特に， これから増えるであろ

う民間出身の監査委員と，議員委員， 自治体職

員OB委員とでは必然的に求められる管掌範囲

が異なってこよう。それに応じて，これをサポー

トする監査委員事務局の分担態勢も整えねばな

らなL、。

③についていえば，実に市町村の62.9パーセ

ントが監査基準を持たないのが実態としづ。こ

れは，地方自治法には監査基準設定の根拠が見

あたらないことに起因するものと思われる。こ

こでは，モデル的な監査基準を策定しておき，

その上で規模等の各自治体の事情を勘案した監

査基準を整備する必要があろう田)。

④に関しては，実はほとんどの自治体では議

会，警察については情報公開の対象となってい

ない。このため，経理の実態も不透明なものと

なっており，監査委員の監査対象としてこれら

をどう扱うかが問題である。警察の場合，業務

の性質上完全な情報開示はなじまない部分もあ

るとはいえ， これまでその会計と開示のあり方

についての議論がなさすぎたことは否定できな

としている。
88)たとえば，北海道，大分県，群馬県など、でかか

る方針が示されている (rほっかいどうJl(北海

道広報誌)1996年春，第119号 5頁.r朝日新
聞(西部)Jl1996年11月29日朝刊. r朝日新聞
(群馬)Jl1997年1月31日朝刊)。
89)モテソレ的な監査基準にあたるものとして，全都
道府県監査委員協議会連合会による「都道府県

監査基準準則J.全国都市監査委員会による
「都市監査基準準則」がある。町村については，

各都道府県単位の監査委員協議会等でそれぞれ

設定されてきたが，統一的なものとしては町村

地方監査事務研究会による「監査基準」がある

(池田口991J.37-41頁，鈴木[1992J.361-364頁)。
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いであろうへまた，監査委員は行政府に対し

て監査を行うべく設けられているものであり，

その意味で議会が監査委員の監査対象としてな

じむものなのかは議論があろう。そもそも議会

は，行政府に対しては監査委員と同じくチェッ

ク機関であるはずである。しかし，だとすれば

議会の支出に対するチェックは不要なのかとい

う点の議論も必要であろう。

以上は，現行制度の範囲内での対応である。

しかし，監査委員の監査に対して，北海道では

本庁側が情報提供を拒否するなどの動きもあり，

監査委員監査制度自体が持つ問題が上記のごと

き改善だけで解決されるかどうかには疑問が残

るヘ仮に監査委員制度を今後も自治体監査制

度の中核として考える場合には，地方自治法の

改正を伴う監査委員制度の再考も必要である。

この点については，首相の諮問機関である地

方制度調査会が検討を行い， 96年4月に中間報

告， 97年2月に答申をまとめた。この中間報告

の中では，監査委員への自治体OBの選任の制

限を提言し汽引き続き専門小委員会で議論を

進めた。小委員会は，職員OB，議員の監査委

員をそれぞれ 1名以内とするという案を提出し

たが，このうち議員枠の制限については，都道

90) 96年7月には，宮城県警察と議会，仙台市議会
の出張費等の公開を求めた訴訟が起こされてい
る。宮城県では，警察と議会は情報公開条例の

対象外となっている。また京都市の市議会議員

の出張費の公闘を求めた訴訟では，一，二審で

市側が敗訴している (1敗軍の将，兵を語る

浅野史郎氏[宮城県知事JJ~日経ビジネス』

1996年10月14日， 113-115頁)。
91)北海道監査委員は，道の食糧費の監査結果に
「事実関係の調査に対する監査対象部局の真し
な対応が得られず，極めて遺憾」という意見を

付している(~北海道新聞.1 1996年2月24日朝
刊)。また，三重県が発表した裏金調査・改善
報告書によれば，監査委員や出納局の書面中心

の監査，検査では組織的不正の発見は難しい，
身内意識を持ちがちで本来のチェック機能が十

分に果たされなかった，としている(~朝日新

聞(名古屋).11996年9月14日朝刊)。
92) ~日本経済新聞.1 1996年4月17日朝刊。

府県議長会が議員の役割を軽視するものとして

反対，撤回されることになり町最終答申では

これを引き続き検討するということに止まっ

たへなお職員OB委員の制限は導入された。

また町村の監査委員の数が2名に増やされ，監

査委員事務局の設置もできることとなった。

地方制度調査会の検討の主眼は，後述の外部

監査制度の導入であっこともあり，監査委員制

度の改善はわずかなものに止まったといえるで

あろう。よって，未だ多くの監査委員制度につ

いて検討すべき課題を残しているといえる。

第一に，都道府県の監査委員の場合，現行の

4名という監査委員数が十分なものなのかが検

討対象となる。そもそも都道府県の規模に大き

な違いがある現状では，地方自治法で一律に監

査委員数を定めることに合理性があるのかどう

かについて疑問と言わざるを得ない。

第二に，監査委員のスタッフとしてそもそも

監査委員事務局が適当なのかどうかという点も

再考すべきであろう。後述のように，スタッフ

については外部に求めるという方向も選択肢の

1つであろう。

第三に，職員OB委員や議員委員の監査委員

としての職務分担を法的にも明確にすべきであ

ろう。たとえば議員委員については，単に議会

の重視，軽視というような問題で選任の是非を

論ずるのではなく，議員委員がその立場から監

査委員としてできること，すべきことを明らか

にすべきであろう。

5. 3 外部監査制度への期待

監査委員制度が外部監査制度なのか否かには

93) ~日本経済新聞.1 1997年2月6日朝刊。
94) 1964年にも，議員委員について疑問が呈され，

その廃止が当時の地方財務会計制度調査会の答
申試案に盛り込まれ，公表されたが，やはり当

時の全国都道府県監査委員協議会連合会，全国

都市監査委員会および五大市議会議長会等から
反対意見が出され，答申からは削除された経緯

がある(高寄[1995J，73一74頁)。
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議論があるところであるヘ先にも述べたよう

に，監査委員は組織上は議会からも，あるいは

自治体行政府からも独立し，その外部から監査

を行うものであるから，行政府からすれば外部

からの監査であるという主張もあろう O しかし

ながら，その実態は必ずしも独立性を確立し得

ていないし，何より社会的に見れば現在の監査

委員制度をして外部監査であるという主張は受

け入れがたいものであろう則。

このため，現行の監査委員制度が自治体監査

制度として十分でないならば， これ以外の新た

な外部監査制度を自治体監査に導入すべきであ

るという主張が早くから報道上で展開されるこ

ととなった問。このような意見に応じる形で，

地方制度調査会は地方自治体への外部監査の導

入を検討した。 96年4月のその中間報告では，

具体的な外部監査の形式として，外部の公認会

計土などによって監査を行う方式と，自治体が

共同で外部監査機構を設置し，この機関が複数

95)監査委員制度は1946年に設けられたものである

が， これ以前にも一部自治体には考査役があっ

た。しかし，吏員である考査役は独立性を欠く

として，行政から独立した外部監査機関として

監査委員制度が設けられた経緯がある(加藤

[1996J)。現行の監査委員制度の外部監査性に
ついて，米国[1995Jは英国のガイドラインを参
考に「内部監査に近い」ものと指摘している

(米田口995J，42頁)。
96)後述の外部からの監査制度の導入に伴い，報道
上はこれが「外部監査」と呼ばれるようになり，

反面，監査委員制度は「内部監査」と呼ばれる

ことが増えている (r日本経済新聞Jl1996年2

月25日朝刊)。
97) 1公認会計士など専門家による真の外部監査制
度の導入を含め，制度を抜本的に見直し，強化

しなければなるまい (1社説Jr日本経済新聞」
1995年10月27日朝刊)J，1公認会計士など専門
家による外部監査の導入を検討したい (1社説」

『日本経済新聞Jl1996年3月12日朝刊)J， 1行
政と完全独立した強力な権限をもっ外部監査制

度の導入が必要だ (1主張Jr産経新聞Jl1996年
3月17日朝刊)J，1外部監査制度の導入のよう
な抜本的改革を考える時期だ (1オピニオン」

『朝日新聞Jl1996年8月30日朝刊)oJ

の自治体を外部から監査する 2案が示された。

その後，地方制度調査会は専門小委員会で議

論を進めた。そこでは，先に示された 2つの形

式のうち，地方自治の理念に合うという点から

後者の共同監査機構方式を支持する意見もあっ

たが四 これは行政改革の時流に反するとして，

小委員会が採った案は前者の外部専門家との契

約方式であった冊。これをもとにまとめられた

97年2月の最終答申の骨子は，①都道府県，政

令指定都市，中核市は外部監査人による監査を

義務づける，②それ以外の自治体も条例で外部

監査を導入できるものとする，③外部監査人に

は弁護士，公認会計士，監査実務に精通した者

をあてる，④外部監査人は 1自治体に l名とす

る，⑤自治体は外部監査人と包括契約を締結し，

契約期間内に 1度は財務監査等の抜き打ち監査

を行う，⑥特定の問題について外部監査人と個

別監査契約を締結することもできる，というも

のであった則。この答申をもとに，地方自治法

改正案が早期に国会に提出され，早ければ98年

度から地方自治体に上記のような外部監査制度

が導入されることになる。自治体側でも，たと

えば北海道知事は外部監査制度の早期の導入を

すでに表明しており 10ヘ他の自治体でもそれを

求める声が出ているl田)。

さて，かかる新たな地方自治体外部監査制度

の評価については議論の分かれるところであろ

う。外部監査人としては，その専門性と独立性

の観点からまず考えられることは，既に我が国

98) 1社説Jr日本経済新聞Jl1996年3月12日朝刊。
また三重県の代表監査委員は，住民監査請求な

どはブロックの独立監査機構が受け，各自治体

の監査委員は行政監査にあたるのもよいという

意見を示している (r朝日新聞(名古屋)Jl1996 

年9月16日朝刊)。
99) r北海道新聞Jl1996年12月11日朝刊。
100) r日本経済新聞Jl1997年2月25日朝刊， r北海
道新聞Jl1997年2月25日朝刊。

101) r北海道新聞Jl1996年12月27日夕刊， 1997年2
月5日夕刊。

102) r読売新聞(大阪)Jl1996年12月27日朝刊， r朝
日新聞(群馬)Jl1997年1月31日朝刊。
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に確立している独立監査人制度である公認会計

士をあてることであろう。この点で，確かに答

申でも公認会計士の起用が選択肢の 1っとして

示されはしたが，他に弁護士，監査実務経験者

も外部監査人として挙げられたことをいかに評

価すべきであろうか。確かに，自治体監査の範

囲は必ずしも会計監査にとどまらず広範である。

今般の外部監査人の監査範囲も，財務監査のみ

ならず行政監査もその範囲としており，その点、

で公認会計士以外の専門家との契約も念頭に置

かれたのであろう。しかし 1名しか選任され

ない外部監査人ができることは限られる。あま

りに広範な監査範聞を前に，弁護士であろうと

公認会計士であろうと，果たして有効な監査が

できるのであろうか。さらに，監査実務経験者

の範囲も問題である。ここでは，当該自治体職

員OBをこれに充てることは禁止されたが，だ

とすれば近隣自治体のOBや，会計検査院OB

などが選任されることがまず想定される。監査

実務という要件が抽象的であるだけに，実質的

な天下りポストとなる危倶も拭えなし、。ここに

独立した真に「外部」とみなしうる人材を充て

うるかどうかが，自治体外部監査制度が形骸化

するかどうかの鍵を握っているともいえよう。

これと関連した第二の問題点は，外部監査人

として公認会計士と契約するとしても，それは

個人とであって監査法人と契約するということ

ではないということである。先述のように選任

される外部監査人は1名と予定されている。必

要に応じて補助者を置き，監査委員事務局の協

力も要求できることにはなっているが，いかに

もスタッフ不足は否めなし、。外部監査人として

監査法人と契約できないならば，大組織である

自治体に対して実効ある監査を行うことは実務

上きわめて困難であろう。外部監査人の補助者

として監査法人を利用できるのかどうかは明確

ではないが， この場合の問題はおそらく包括監

査契約の金額が多額にのぼることであろう。先

に現行の監査委員制度の態勢の不備を指摘した

が，結果として外部監査人のスタッフとしては，

さしずめ現状ですら十分でない監査委員事務局

が念頭に置かれているようである。これでは仮

に外部監査人と契約するとしても，スタッフ不

足の監査委員と同様の状況をつくることになる

危倶がある。このようなことになれば，外部監

査人制度導入のコストに見合う有効な監査結果

が果たして得られるのかという点も疑問になり，

かかる費用の支出自体が無駄な支出となりかね

ない。

さらに，外部監査人と既存の監査委員制度と

の関係をいかに理解し構築するかも問題となろ

つ。

この点で第一に考えられることは，外部監査

人監査を監査委員監査と別個のものと位置づけ

ることである。この場合には，外部監査人監査

の結果を，他の機関とは単独に一般に向けて公

表するか，知事ないし議会に対して報告するか

の選択肢があるが，それぞれによって外部監査

人監査の位置づけは異なることになろう。外部

監査人制度の創設の理由の 1つに，本稿で見た

ような監査委員事務局自体の不正経理があった

とすれば，監査委員事務局も外部監査人の監査

対象に入ることになろう。とすれば，この第一

の理解が望ましいことになる。しかしこのとき

は，外部監査人が監査委員事務局をそのスタッ

フとして利用することの是非が問われねばなら

なし、。第二には，外部監査人の報告を監査委員

に対してなさせ，監査委員はその報告をもとに

自らの監査報告をなす形態が考えられる。この

場合には，監査委員にとっては外部監査人がそ

のスタッフ的な役割を果たすことになり，現在

その任にある監査委員事務局の意義が問い直さ

れることになる。これらの点について先の答申

案では，監査結果は議会，首長，監査委員らに

報告する，となっており，外部監査人の位置づ

けについて暖昧なものとなっている。

私見では，現在の我が国の環境下では，公認

会計士，特に監査法人あるいは複数の公認会計

士による外部監査制度を自治体監査に導入し，

これに主として会計監査を担わせ，主として行
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政監査を行う監査委員と協調した監査体制を構

築すべきではなかったかと考える。また監査委

員が財務監査を行う場合にも，公認会計士の監

査結果を利用してこれを遂行する態勢をつくる

ことが肝要であったろう。もっとも地方自治法

の改正論議はこれから始まるものであり，さら

にそれを通じて成立した外部監査制度の実効性

については今後も社会が注目し，よりよい監査

制度を模索することが必要であるように思われ

る。

また，外部監査人の監査技法についての議論，

検討はこれからの課題である。公認会計士，弁

護士，監査実務経験者のいずれかが就任する外

部監査人が，果たして共通で一定の監査方法を

採りうるのかについての議論は未だない。これ

まで営利企業の財務諸表監査をその職務として

きた公認会計士にとっても，自治体監査は新た

な分野である。当面は試行錯誤的な監査はやむ

を得ないだろうが，自治体にとって，あるいは

我が国公会計監査にとってありうべき監査とは

いかなるものかを研究し議論する必要があろ
よ 1白)ノ。

6 結語 我が聞における期待ギャップ問題

の発現

自治体の不正経理問題は，従来になく監査へ

の社会的注目を喚起した。それは市民オンブズ

マンが，不正発見の端緒として監査委員および

同事務局の不正に着目したことにも表れている。

その結果，多くの自治体の監査委員事務局にお

いて不正経理事例が発見され，監査とは何なの

かという疑問が投げかけられた。 96年は，我が

国においてこれまでになく監査に対して注目が

集まった年であった。換言すれば，これまでは

社会的な注目もなくいわば期待すらされていな

かった監査委員制度に，突然に期待と失望が投

103)議論の端緒としては，吉見[1996Jを参照され
fこL、。

げかけられた年であったともいえよう。

興味深いのは，今回の問題の展開が我が国に

は希有な展開をみせたことである。すなわち，

市民オンブズマンを典型とする市民団体は情報

公開を請求し，それをもとに住民監査請求を監

査委員に対して行った。その多くは却下または

棄却されることが多かったが，それに対しては

提訴を行った叫。その結果の多くは未だ出ては

居ないが，徳島県の事例にみるように，原告市

民団体側の勝訴となる傾向がある。監査委員が

市民の求めていたような水準の監査を現行の態

勢でなし得たかについては疑問の残るところで

はあるが，監査委員事務局で多くの不正経理が

行われていた状況からは，少なくとも監査委員

が自らなすべきと考えていた職務の範囲と，社

会が求めていたそれとは大きな事離があったと

いえるであろう。

すなわち， ここではっきりしたことは，社会

が監査委員に不正の発見を期待したということ

である。監査委員へ向けられた批判は，なぜ不

正経理を発見できなかったのか，ということで

あったのである。この状況を公認会計士監査に

おける期待ギャップ問題とただちに同列に論ず

ることは早計であろうが， I監査」を担当する

者に向けられた期待であったことは確かである。

これらの展開は，アメリカで期待ギャップ問

題が顕在化した状況と酷似したものである。我

が国にあっては，公認会議f士にかかわる期待ギ、ヤツ

プ問題が訴訟という形で発現することは希であっ

たわけであるが，きしくも我が国にあっては，

公会計分野でその展開が生じたものと見えるの

である。アメリカの公認会計士は期待ギャップ

問題に直面したとき，不正の発見がその監査の

104)従来，住民監査請求が認められることは希で
あったといえる。たとえば東京都の場合， 95 
年度に37件の住民監査請求が出されているが，
うち35件について住民側の請求が退けられて
いる (r産経新聞J1996年5月26日朝刊， r展
望室Jr読売新聞(東京)J1996年6月1日朝
刊〕。
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第一義的目的ではないという主張の無力を知っ

た。この点で，果たして我が国の監査委員が不

正発見の義務を自ら認識していたのかどうかは

疑問である1問。またそもそも，監査委員は不正

経理を発見しなければならない義務を負ってい

たのかどうかという議論も少ない1田)。

先述のように，北海道は不正経理額の拡大に

従って， r不正」経理と「不適切J経理の区分
を主張し，後者については弁済等の措置を行わ

ないとした。これは不正を指摘された自治体側

の「期待ギャップ」に対処する lつの答えなの

かもしれない。

本稿で扱った問題は，公認会計士に対する期

待ギャップ問題の発現ではないが，問題の展開

を見るとき，監査委員への期待が公認会計士監

査への期待に変化して現象していることには留

意しなければならない。すなわち，仮に公認会

計士が自治体外部監査人に就任すれば，今度は

社会の期待に応えるべきは公認会計士となるか

らである。

105)北海道監査委員の l人は，裏金で購入された

前知事のパーティー券にかかわる住民監査請

求の却下に関連して「監査制度自体， こうし

た不正が起きることを前提にできておらず，

その権限にはおのずと限界がある」と述べて

いる (W道新TODAYj第24巻9号， 1996年
8月， 35頁)。また，群馬県安中市の監査委員
は， 1監査は犯罪を摘発する制度ではなし、。予
算の範囲内で予算執行をするために，公正，

効率的な財政運営をするためのものだ」とし，

川崎市監査委員事務局も「われわれは間違い

を摘発する立場ではない。公正な行政を指導

していく立場だ」と述べている (1地方自治が

変わる 第4部チェック機能はあるのか
監査委員制度JW産経新聞j1996年2月18日朝

刊)。

106)高柳[1993Jは，監査委員監査制度の意義とし

て，①地方公共団体の自主性・自律性確保の

ための監査，②自治行政に対する住民参政を

支える監査，③地方公共団体の行政執行にお

ける公正と能率を保障する監査， の3つをあ
げており，このうち不正経理の発見について

は③に関連したものとなろう(高柳口993J，

152頁)。
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